
第１２８回「柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会」 

ご説明内容 

 

 

１． 日 時 平成２６年２月５日（水）１５：００～１８：００ 

 

２． 場 所 柏崎市産業文化会館 ３Ｆ 大ホール 

 

３． 内 容 

（１）○前回定例会以降の動き（東京電力、原子力規制庁、資源エネルギー庁、 

     新潟県、柏崎市、刈羽村） 

（２）○委員所感表明 

（３）○オブザーバー所感表明 

（４）○総論（まとめ） 

 

添付：第１２８回「地域の会」定例会資料 

 

以 上 

 



平成 26 年 2 月 5 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

第１２８回「地域の会」定例会資料〔前回 1/8 以降の動き〕 

 

 

【不適合関係】 

＜その他＞ 

・１月２９日 発電所構内 敷地境界ダストモニタにおける微量な放射性物質の検出につ 

いて（P.2） 

 

【発電所に係る情報】 

・１月１５日 平成 25 年度使用済燃料の輸送計画変更について（P.4） 

・１月２３日 柏崎刈羽原子力発電所における安全対策の取り組み状況について（P.5） 

・２月 ３日 柏崎刈羽原子力発電所地下式フィルタベント設備に係る刈羽村からの事前

了解について（P.8） 

 

【福島の進捗状況に関する主な情報】 

・１月３０日 福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマッ 

プ進捗状況（概要版）（別紙） 

・１月３１日 福島第一原子力発電所５号機および６号機の廃止について（P.9） 

 

【その他】 

・１月１５日 特別事業計画の変更の認定について（P.10） 

・２月 ３日 「原子力安全改革プラン進捗報告（2013 年度第３四半期）」について（P.29） 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

～柏崎刈羽原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合の開催状況～ 

 

・１月２４日 第７２回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 

・柏崎刈羽原子力発電所 敷地近傍及び敷地の地質・地質構造（概要） 

・柏崎刈羽原子力発電所 敷地近傍及び敷地の追加調査計画（案）（P.34） 

 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 
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平成 26 年１月 29 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 
柏崎刈羽原子力発電所 

区分：その他 
 

号機 発電所構内 

件名 敷地境界ダストモニタにおける微量な放射性物質の検出について 

不適合の 

概要 

（発生状況） 
昨日から本日にかけて実施しておりました、構内のモニタリングポスト＊１に設置され

ているダストモニタ＊２による浮遊じんの定例測定（12 月採取分）において、１箇所の
ダストモニタからごく微量の人工放射性物質であるセシウム 134＊３（検出限界値 3.6×
10-12ベクレル／cm3に対し、2.3×10-11ベクレル／cm3を検出）及びセシウム 137＊３（検
出限界値 3.0×10-12 ベクレル／cm3 に対し、5.0×10-11 ベクレル／cm3 を検出）を検出し
ました。 
なお、敷地境界にはダストモニタを３箇所設置しており、他の２箇所では検出されて

おりません。 
 

（評価結果） 
検出された核種については、核種分析結果から当社福島第一原子力発電所事故由来の

飛来物の影響と考えていますが、この値は、告示濃度＊４で定める空気中の濃度限度に比
べセシウム 134 は約 80 万分の１、セシウム 137 は約 60 万分の１と極めて低い値です。
また、仮に１年間この濃度の空気を呼吸し続けた場合に受ける放射線量は 3.1×10-６

ミリシーベルトであり、自然界から１年間に受ける放射線量 2.4 ミリシーベルトと比べ
ても十分低い値です。 
 
（外部への影響） 

各号機の主排気筒放射線モニタや、発電所敷地境界近傍に設置された空間線量率を測
定するモニタリングポストの指示値は通常の範囲内であり、周辺環境への影響はありま
せん。 

 

＊１ モニタリングポスト 

発電所敷地境界近傍で空間放射線を連続測定している計測器。 

 

＊２ ダストモニタ 

発電所敷地境界近傍で空気中の塵を連続的に集塵し、含まれている放射能を測定している計測

器。 

 

＊３ セシウム 134、137 

        セシウム 134 は、核分裂によって生成したセシウム 133（安定）が中性子を吸収したもので 

半減期は約 2.1 年。セシウム 137 は、核分裂によって生成したもので、半減期は約 30 年。いず

れも原子炉の中で生成される代表的な人工放射性物質。 

 
＊４ 告示濃度 

        「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量限度等を定める告示」（周

辺監視区域外の空気中の濃度限度（３ヶ月についての平均））が核種毎に定められており、セシ

ウム 134 は、2.0×10-5ベクレル／cm3、セシウム 137 は、3.0×10-5ベクレル／cm3。なお、告示濃

度は、この濃度の空気を１年間呼吸し続けた場合に受ける線量が一般公衆の１年間の線量限度 1

ミリシーベルトに相当する濃度として定められている。 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

検出された核種については、核種分析結果から当社福島第一原子力発電所事故由来の

飛来物の影響と考えていますが、引き続き調査してまいります。 
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１号機 

展望台 

柏崎刈羽原子力発電所 屋外 

柏崎刈羽原子力発電所の定期測定における微量な放射性物質の検出場所について 

３号機 ４号機 
７号機 ５号機 ６号機 ２号機 

検出場所 

   ：採取ポイント 

ダストモニタ

モニタリング 
ポスト８ 

モニタリング
ポスト５

ダストモニタ

ダストモニタ 

モニタリング
ポスト１
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平成25年度使用済燃料の輸送計画変更について 

 
平 成 26 年 １ 月 15 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

 当社は、平成25年度の使用済燃料等の輸送計画（平成25年３月 29日、同年11月５日お知らせ

済み）について、下記のとおり変更いたしますので、お知らせいたします。 

 
 

記 
 

・平成25年度 使用済燃料輸送計画 

（変更前） 

輸送時期 輸送数量 輸送容器型式・基数 搬出先 搬出元 

未定 
ＢＷＲ燃料 

69体約 12トンＵ 
ＨＤＰ－69Ｂ型１基

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

（青森県むつ市） 

柏崎刈羽 

原子力発電所 

  トンU：燃料集合体中の金属ウラン重量  

（変更後） 

 平成25年度における使用済燃料の輸送計画はありません。 

 

 

以 上 
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柏崎刈羽原子力発電所地下式フィルタベント設備に係る 

刈羽村からの事前了解について 

 

平成 26 年２月３日 

東京電力株式会社 

代 表 執 行 役 社 長 

廣 瀬 直 己 

 

本日、刈羽村から、柏崎刈羽原子力発電所６，７号機における地下式フィル

タベント設備について、安全協定に基づく事前了解をいただきました。 

品田刈羽村長をはじめ関係者の皆さまに、心から御礼を申し上げます。 

 

当社としましては、引き続き、発電所のより一層の信頼性向上のための

安全対策に取り組み、地域の皆さまに対してきめ細かく分かりやすい情報

発信や説明を行っていくよう努めてまいります。 

 

以 上 
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福島第一原子力発電所５号機および６号機の廃止について 

 

平成 26 年１月 31 日 

東京電力株式会社 

広 報 部 

 

当社は、平成 25 年 12 月 18 日に福島第一原子力発電所５号機および６号機の廃炉を決

定し、同日、経済産業大臣に電気事業法第９条第１項にもとづく電気工作物の変更を届

出いたしました。 

 

同発電所５号機および６号機は本日付で廃止となり、同発電所は全号機が廃止となり

ますのでお知らせいたします。 

 

 なお、本日の廃止をうけて、当社ホームページ等の記載を以下のとおり変更いたしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 
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特別事業計画の変更の認定について 

 

平 成 26 年 １ 月 15 日 

東京電力株式会社 

 

 当社は、平成25 年 12 月 27 日、原子力損害賠償支援機構法第46条第 1項の規定

に基づき、原子力損害賠償支援機構と共同で、主務大臣（内閣府機構担当室及び経

済産業省資源エネルギー庁）に対し、平成 25 年６月 25 日に認定を受けた特別事業

計画の変更の認定を申請しておりましたが、本日、同計画について認定をいただき

ました。 

 

 このたび認定をいただきました新たな特別事業計画に基づき、当社は、原子力損

害の被害に遭われた方々の最後のお一人まで賠償を貫徹することをお約束いたしま

す。 

 

また、グループ全体として賠償、廃炉、福島復興等の責務を全うしていくととも

に、電力の安定供給を貫徹しつつ、電力システム改革を先取りした新たなエネルギ

ーサービスを展開するため、これまでに前例のない厳しい経営改革に不退転の決意

で、全社一丸となって取り組んでまいります。 

 

以 上 
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平成 26 年２月３日 

東京電力株式会社 

広 報 部 

 

「原子力安全改革プラン進捗報告（2013 年度第３四半期）」について 

 

 当社は平成25年３月 29日に「福島原子力事故の総括および原子力安全改革プラ

ン」をお示し、定期的に進捗状況を公表することとしておりましたが、このたび、

2013 年度第３四半期における原子力安全改革プランの進捗状況をとりまとめまし

たので、以下の資料を配布させていただきます。 

 

 

（配布資料） 

・ 「原子力安全改革プラン進捗報告（2013 年度第３四半期）」の概要 

・ 「原子力安全改革プラン進捗報告（2013 年度第３四半期）」 

 

以 上 
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「原子力安全改革プラン進捗報告（2013 年度第 3四半期）」の概要 

 

＜経緯＞ 

○当社は、2012 年 9 月 11 日、社長をトップとする「原子力改革特別タスクフォース」

を設置し、国内外の専門家・有識者からなる「原子力改革監視委員会」の監視・監

督の下、経営体質や安全文化の改革を迅速かつ強力に推進する体制を整備。［参考］ 

○原子力改革特別タスクフォースは、2013 年 3 月 29 日、「福島原子力事故の総括およ

び原子力安全改革プラン」を策定・公表。 

○改革の進捗状況については、原子力改革監視委員会や社内外の監視・評価機関によ

る監視を受けながら、四半期ごとに報告書にとりまとめ公表。 

○今回は今年度第 3四半期（10～12 月）進捗報告をとりまとめ。 

 

＜進捗報告のポイント＞ 

○社内外の監視・評価機関からは、原子力安全改革に一定の進捗は見られるものの、

改革プランの組織内への定着・実行が未だ不十分等との指摘。 

○今後、安全意識の向上、現場力の強化、コミュニケーション力の強化に向けて、

経営層をはじめ本店と発電所の原子力リーダーが、より強力にリーダーシップを

発揮し、改革実行の加速化、安全文化の浸透のためのマネジメントの改善に取り

組む。 

 

＜各発電所における設備面・運用面の安全対策の進捗状況＞ 

○福島第一原子力発電所： 

・4号機使用済燃料プールからの燃料取り出しは、社外専門家による安全レビュー

も経て当初計画よりも約 1 ヶ月早く開始し、中長期ロードマップ第 2 期に移行。 

・汚染水問題については、予防的・重層的な対策を着実に実施中。緊急安全対策と

して労働環境改善やマネジメント体制強化等の総合対策も順次実施中。 

・原子力改革監視委員会等からの提言も踏まえ、廃炉・汚染水対策の責任を明確化

し集中して取り組むため、「（仮称）廃炉カンパニー」設置（2014 年 4 月）を決

定。 

○福島第二原子力発電所： 

・2号機の原子炉内点検を終了し、地震による異常のないことを確認。 

○柏崎刈羽原子力発電所： 

・フィルタベント設備の設置工事中。 

・6，7号機の新規制基準への適合性確認の申請を行い、審査対応中。 
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＜原子力安全改革プラン（マネジメント面）の進捗状況＞ 

○対策１ 経営層からの改革 

経営層や原子力リーダー間の原子力安全に関する議論は活性化しているものの、

社内外の監視・評価機関からはリーダーシップや安全文化の浸透、改革の実行・

浸透が不十分との指摘。今後、安全意識の向上、現場力の強化、コミュニケーシ

ョン力の強化に向けて、経営層をはじめ本店と発電所の原子力リーダーはリーダ

ーの期待事項の明確化、モニタリングと改革推進体制の強化、社内コミュニケー

ションの促進等のマネジメントの改善を図っていく。 

○対策２ 経営層への監視・支援強化 

原子力安全監視室が監視活動の結果に基づき、安全文化や組織マネジメントに関

する改善を提言。具体的な対策を検討、実施。 

○対策３ 深層防護提案力の強化 

深層防護提案力強化のための諸対策を実施し一定の成果。各人の提案力向上に向

けた新たな取り組みにチャレンジによる広がりのある活動にしていく。 

○対策４ リスクコミュニケーション活動の充実 

原子力改革監視委員会からの提言等を踏まえ、プレス発表やホームページ等の改

善を実施。社会との乖離を引き続き確認し是正 

○対策５ 発電所および本店の緊急時組織の改編 

各発電所、本店にて ICS に基づく緊急時体制を整備、運用中。原子力改革監視委

員会からの提言等を踏まえながら訓練を繰り返し、課題の発見と改善を実施。 

○対策６ 平常時の発電所組織の見直しと直営技術力強化 

システムエンジニアの設置や直営作業を通じて、個人の技術力とチームの組織力

を向上。対象者の拡大とともに技術力の習熟と更なる高みを目指す。 

 

 

＜福島原子力事故における未確認・未解明事項の調査状況＞ 

○ 福島事故の未確認･未解明事項の調査・検討状況について昨年 12 月、第 1 回進捗

報告を公表。 

○ 格納容器内部の調査等の現場調査を計画的に実施中。 

 

以 上 
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＜原子力改革の体制＞ 

 

※廃炉・汚染水対策については、社外専門家のレイク・バレット氏（元米国原子力規制委員会、元

米国エネルギー省）から助言・指導を受けている 

 

 

＜原子力改革監視委員会等の開催実績＞ 

 

2012 年 10 月 12 日 第 1 回原子力改革監視委員会 

   「原子力改革の進め方」を審議 

2012 年 12 月 14 日 第 2 回原子力改革監視委員会 

   「原子力安全改革プラン」（中間報告）を審議 

2013 年 3 月 29 日 第 3 回原子力改革監視委員会 

   「原子力安全改革プラン」（最終報告）を審議・公表 

2013 年 7 月 26 日 第 4 回原子力改革監視委員会 

   「原子力安全改革プラン」進捗報告（2013 年度第 1四半期） 

   および福島第一原子力発電所の汚染水流出に関する公表問題 

   を審議 

2013 年 9 月 13 日 汚染水・タンク対策本部会議 

   福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策に係る取組を審議 

2013 年 12 月 2 日 第 5 回原子力改革監視委員会 

   「原子力安全改革プラン」進捗、福島第一原子力発電所の 

   廃炉・汚染水対策に係る取組等を審議 

 

参考 
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平成 26 年 2 月 3 日 
原子力改革監視委員会事務局 

 
原子力安全改革プラン進捗報告（2013 年度第 3 四半期）に係る 

クライン委員長のコメントについて 
 
１． 東京電力の原子力改革の進捗について 

期待していたよりも遅いペースではあるが，東京電力の原子力改革は，着実に進

捗している。原子力安全改革は長い旅路であり，一朝一夕に改革できるものではな

い。原子力安全監視室の監視活動が軌道に乗ってきており、東京電力は同監視室か

らの改善提言を真摯に受け止め実施し始めていることは評価できる。原子力改革監

視委員会としては，今後とも安全文化を中心に原子力改革の進捗を監視していきた

い。 
 
２． 福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水問題の状況について 

東京電力は、４号機からの使用済燃料取り出しを開始し、長期にわたる廃炉作業

の大きな節目を迎えた。今後も安全最優先に慎重かつ丁寧に作業を進め、進捗状況

については透明性をもって国内外に情報発信すること。 
汚染水問題については、予防的・重層的な対策を順次実施している他、廃炉・汚

染水対策の責任体制明確化を目的とした、廃炉カンパニーへの移行を決定したこと

は評価できる。 
ただ、汚染水問題を根本的に解決するためには、汚染水・地下水の状況の全体像

を的確に把握した上で、統合的なマネジメント・プランを国や立地地域と連携しつ

つ策定していく必要がある。 
 

３． コミュニケーションは改善傾向 
 東京電力は、公表するデータについて、そのデータにどのような意味があるのか

メッセージとして発信するようになってきている。また、動画やＣＧを活用するな

どわかりやすいコミュニケーションに努めていることは評価できる。 
 今後とも、東京電力は透明性を重視し、何かを隠していると思われないよう留意

する必要がある。 
 
４． 原子力改革の進捗状況の目標管理が必要 

 東京電力は、原子力改革の実効性を継続的に上げることが求められる。そのため

には、改革の項目ごとに進捗を計測する定量的な目標管理を行うことが必要である。 
 
※クライン委員長のコメントは，原子力改革監視委員会のホームページに公開 
http://www.nrmc.jp/report/index-j.html 

以 上 

 
33



�

 
34



� T.M.S.L m

T.M.S.L m

 
35



�

T.M.S.L m

 
36



�

 
37



�

 
38



�

�

 
39



�

5km

5km

�

�

�
km

� km

 
40



 
41



 
42



敷地近傍における追加調査計画（案）概要位置図

寺尾

【長嶺・高町背斜の活動性②】

反射法地震探査およびボーリング調査

【古安田層と沖積層の境界部付近の構造】
ボーリング調査

【北２－⑤より西側の褶曲構造の活動性】
ボーリング調査

【寺尾付近の断層の性状と活動性】
ボーリング調査およびトレンチ調査

追加調査凡例既往調査凡例

【長嶺・高町背斜の活動性③】

反射法地震探査およびボーリング調査

【長嶺・高町背斜の活動性④】

反射法地震探査およびボーリング調査

【長嶺・高町背斜の活動性①】

反射法地震探査およびボーリング調査

荒浜

大湊

【敷地内（大湊側）安田層の堆積年代調査】

ボーリング調査および微化石分析

【敷地内（大湊側）地質調査】

立坑調査

調査対象箇所

【敷地内（荒浜側）地質調査】

立坑調査およびボーリング調査
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３号機主蒸気隔離弁※室付近からの流水確認

注水

構台

安全第一福島第一
安全第一福島第一 安全

第一
福島第一

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

注水

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了）

水の流れ

主蒸気隔離弁室

床ドレン
ファンネル

２号機Ｓ／Ｃ※内水位測定

多核種除去設備の
性能向上策

１号機原子炉建屋１階汚染状況調査を実施

取り組みの状況
◆１～３号機の原子炉圧力容器底部温度、原子炉格納容器気相部温度は、至近１ヶ月において約15℃～約35℃の範囲※１で推移しています。また、原子炉建屋
からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく

※２
、総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

※１ 号機や温度計の位置により多少異なります。
※２ 現在原子炉建屋から放出されている放射性物質による、敷地境界での被ばく線量は最大で年間0.03ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄと評価しています。これは、自然放射線による被ばく線量(日本平均：年間約2.1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ)の約70分の1です。

2号機 3号機 4号機

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

燃料取り出し用カバー

1号機

建屋カバー 使用済燃料
プール(SFP)

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉建屋(R/B)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

圧力抑制室
(S/C)

注水

ベント管

トーラス
室

東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

２０１４年１月３０日
廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議

◆４号機使用済燃料プールからの燃料取り出しを11/18より開始しております。1/29作業終了時点で、使用済燃料220体、未照射燃料22体を共用プールへ
移送しました。

３号機原子炉建屋１階北東エリアの主蒸気隔
離弁室の扉付近から、近傍の床ドレンファン
ネル（排水口）に向かって水が流れているこ
とを1/18に確認いたしました。排水口は原
子炉建屋地下階につながっており、建屋外へ
の流出のおそれはございません。

流水の温度、放射性物質の分析結果、図面等
による検討から、格納容器内の滞留水の可能
性が高いと考えており、今後、室内の調査を
行う予定です。

＜流水状況概略図＞

原子炉建屋の線量低減計画の具体化及び除染作業の実施に向け
て、１２月より１号機原子炉建屋１階南側において、ガンマカ
メラ※による線源調査を実施しております。

ガンマカメラによる撮影データの評価から、事故の際、格納容
器ベントに用いた配管（蒸気が通過した配管）の表面の線量が
高いことを確認しました。

※ガンマカメラ：
特定の方向からの放射線(ガンマ線)、対象表面までの距離を測定し、
解析により表面の放射能の大きさを可視化する装置。 ＜格納容器ベントに用いた配管周辺のガンマカメラ撮影データ＞

東西

北

南

撮影方向

格納容器ベントに用いた配管

※圧力抑制室(S/C)
非常用炉心冷却系の水源として用いる水を擁する大きなドーナツ状の部屋。
原子炉格納容器の下部に同容器を囲むように配置されているトーラス室に
収納されている。

２号機格納容器漏えい箇所の調査・補修に向け、
圧力抑制室内の水位を外面より超音波で測定する
技術により、1/14～16にかけて水位測定を行い、
圧力抑制室内の水位とトーラス室の水位が同程度
と確認いたしました。
水位の測定結果については、今後の原子炉格納容
器の止水工法の検討に活用していきます。

多核種除去設備は、処理済み水からヨウ素など
４つの放射性核種（トリチウム除く）が検出さ
れておりますが、実験室（ラボ）での試験によ
り、活性炭系吸着材等を用いれば、これら４つ
の核種も検出限界値未満まで除去できることが
確認されました。現在、実機の多核種除去設備
に活性炭系吸着材を含む試験装置を接続し、実
際の設備で除去ができることを確認中です。

＜実機での除去性能向上試験（インプラント通水試験）＞

処
理
済
水

移送タンク

鉄共沈
処理設備

炭酸塩共沈
処理設備

吸着塔

ポンプ

多核種除去設備

汚
染
水

（
Ｒ
Ｏ
濃
縮
塩
水
）

242/1533
移送済み燃料（体）

水の流れ

床ドレン
ファンネル

北

※主蒸気隔離弁：原子炉から発生した蒸気を緊急時に止める弁

※1,3号機S/C水位:未確認
4号機S/C水位12/12～14確認

トーラス室

Ｓ／Ｃ

監視装置

＜水位測定ロボット＞

測定装置

試験装置
活性炭系吸着材を充填



 

 2/4

Ⅰ．原子炉の状態の確認 
１．原子炉内の温度 

注水冷却を継続することにより、原子炉圧力容器底部温度、格納容器気相部温度は、号機や温度

計の位置によって異なるものの、至近１ヶ月において、約 15～35 度で推移。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２．原子炉建屋からの放射性物質の放出 

１～４号機原子炉建屋から新たに放出される放射性物質による、敷地境界における空気中放射性

物質濃度は、Cs-134 及び Cs-137 ともに約 1.3×10-9ベクレル/cm3と評価。放出された放射性物質に

よる敷地境界上の被ばく線量は 0.03ｍSv/年（自然放射線による年間線量（日本平均約 2.1mSv/年）

の約７０分の１に相当）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．その他の指標 

格納容器内圧力や、臨界監視のための格納容器放射性物質濃度（Xe-135）等のパラメータについ

ても有意な変動はなく、冷却状態の異常や臨界等の兆候は確認されていない。 

以上より、総合的に冷温停止状態を維持しており原子炉が安定状態にあることが確認されている。 

 
Ⅱ．分野別の進捗状況 

１．原子炉の冷却計画 

～注水冷却を継続することにより低温での安定状態を維持するとともに状態監視を補完する取組を継続～ 

 １号機原子炉注水系に関わる対応 
・ 継続的な原子炉注水の信頼性を確保するため、原子炉圧力容器への窒素封入に用いている配管

に緊急用の注水点を設置予定（H26 年度中）。また、常時利用可能な原子炉注水点の追設（H27

～H28 年度頃）に向け検討中。 

 ２号機格納容器内監視計器の再設置 
・ H25 年 8 月に監視計器（温度計、水位計）の設置を試みたが、既設グレーチングとの干渉によ

り一部を除き計画の位置に設置できず。ケーブルのねじれによりグレーチングに挟まったもの

と推定し、作業員の訓練後、当該の監視計器を計画の位置に再設置予定（4月上旬）。 

 ２、３号機原子炉注水流量の低減 
・ 原子炉の安定冷却を維持しつつ、水処理設備の負荷を低減することを目的とし、２号機への原

子炉注水量を 1.0m3/h 低減し、4.5m3/h に変更（1/8、15）。３号機については 2月に同様の注水

量低減操作を実施予定。 
 

２．滞留水処理計画 

～地下水流入により増え続ける滞留水について、流入を抑制するための抜本的な対策を図るとともに、水処理施

設の除染能力の向上、汚染水管理のための施設を整備～ 

 原子炉建屋等への地下水流入抑制 
・ 地下水バイパス揚水井 No.5～12 において、全β及び H-3 濃度を継続的に測定。大きな変動は確

認されていない。 

・ サブドレン設備の H26 年 9 月末の稼働開始に向け、1/28 時点で 13 箇所中、7箇所の新設ピット

掘削が完了。また、新設ピット及び復旧予定の既設ピットの水質分析を実施し、ピット内の溜

まり水は現在計画しているサブドレン浄化装置にて浄化可能と評価。 

 多核種除去設備の運用状況 
・ 放射性物質を含む水を用いたホット試験を順次開始し（Ａ系：3/30～、Ｂ系：6/13～、Ｃ系：

9/27～）、これまでに約 44,000m3を処理（1/28 時点）。 

・ 設計仕様である 500m3/日の処理能力を確認するために、２系列を処理運転、１系列を廃棄貯蔵・

保管用の高性能容器（ＨＩＣ）交換のため循環待機運転。 

・ ＨＩＣ交換用クレーンについて、Ｂ系のＨＩＣ交換作業中に走行の不具合が発生（1/7）。原因

調査の結果、車輪駆動用の走行モータ４台の内１台に異常を確認（1/9）。異常のない走行モー

タ２台を用いた二輪駆動で走行（1/10）。異常を確認したモータを取り替え四輪駆動に復旧

（1/23）。 

・ Ａ系は、電源盤点検のため 1/20～23 に停止。1/24 より、ヨウ素 129 等 4 核種（トリチウムを

除く）が処理済み水から検出されていることの対応として、活性炭吸着材等を用いた性能向上

策の実機試験を実施中（～3月中旬予定）。 

・ Ｂ系は、腐食対策の有効性確認のため 1/24 より停止。対策の有効性を確認した上で、2月中旬

より処理再開予定。 

・ Ｃ系は、ＨＩＣ交換のための待機運転時を除き、処理運転を継続。 

・ Ｂ系の腐食対策有効性確認以降、運転員の訓練状況、機器の作動状況等を確認した上で、３系

列運転への移行を検討中。 

 タンクエリアにおける対策 
・ H25 年 8 月に漏えいしたＨ４エリアタンクの汚染水に含まれる放射性ストロンチウムの海洋へ

の流出を防ぐため、追加的・重層的対策の一つとして、土壌中のストロンチウムを捕集する材

料（アパタイト）を用いた地盤改良の適用可否を検討中。2 月より現地にて効果確認等の実証

試験を行う予定。 

 主トレンチの汚染水浄化、水抜き 
・ ２、３号機の主トレンチについて、モバイル式処理装置により浄化を実施中（２号機:11/14～、

３号機:11/15～）。電源盤点検のため処理停止（２号機:1/16～27、３号機:1/17～28）。その後、
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格納容器気相部温度 

※トレンドグラフは複数点計測している温度データの内、一部のデータを例示 

原子炉圧力容器底部温度 

１～４号機原子炉建屋からの放射性物質（セシウム）による敷地境界における年間被ばく線量

（注）線量評価については、施設運営計画と月例報告とで異なる計算式及び係数を使用していたことから、2012 年 9 月に評価方法の統一を図っている。 

   ４号機については、使用済燃料プールからの燃料取り出し作業を踏まえ、2013 年 11 月より評価対象に追加している。 

（参考） 

※周辺監視区域外の空気中の濃度限度： 

[Cs-134]：2×10-5ベクレル/cm3、 

[Cs-137]：3×10-5ベクレル/cm3 

※１Ｆ敷地境界周辺のダスト濃度「実測値」： 

[Cs-134]：ND（検出限界値：約 1×10-7ベクレル/cm3）、 

[Cs-137]：ND（検出限界値：約 2×10-7ベクレル/cm3） 

 

原子炉注水温度： 
1号機 

2号機 

3号機 

気 温  ： 
1号機 

2号機 

3号機

原子炉注水温度： 

  気 温  ： 
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処理再開。 

・ H26 年 5 月の水抜き開始に向け、削孔・凍結管設置工事を実施中（２号機:H25 年 12 月～4月上

旬予定）。２号機主トレンチ凍結止水予定箇所（立坑Ａ）の状況をカメラにより調査（図 1参照）。

ケーブルトレイ、配管等が設計図面通りであることを確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３．放射線量低減・汚染拡大防止に向けた計画 

～敷地外への放射線影響を可能な限り低くするため、敷地境界における実効線量低減（Ｈ24 年度末までに１

mSv/年）や港湾内の水の浄化～ 

 １～４号機タービン建屋東側における地下水・海水の状況 
・ １号機取水口北側護岸付近の地下水について、下層（砂岩層）で高いトリチウム（104Bq/L 程

度）が検出されているため、観測孔 No.0-3-2 より 1m3/日の汲み上げを実施（12/11～13、16

～継続）しているが横ばい傾向。 

・ １、２号機取水口間護岸付近の地下水について、ウェルポイントからの汲み上げを継続（45m3/

日）。地下水観測孔No.1-16の全β放射性物質濃度は上昇が続いていたが106Bq/L程度で推移。

地下水観測孔 No.1-11、1-12 のトリチウム濃度が低下傾向（104Bq/L 程度）。 

・ ２、３号機取水口間護岸付近の地下水について、地下水観測孔 No.2-6 の全β放射性物質濃度

は上昇していたが 103Bq/L 程度で横ばい傾向。ウェルポイント北側からの汲み上げ（2m3/日）

を継続。 

・ ３、４号機取水口間護岸付近の地下水については至近１ヶ月で上昇は見られていない。 

・ 港湾内の海水中の放射性物質濃度は至近１ヶ月で有意な変動はなく、沖合での測定結果につい

ては引き続き有意な変動は見られていない。 

・ 海側遮水壁工事の進捗に伴い、北側エリアより遮水壁内側の水中コンクリート打設ならびに埋

め立てを実施中。これに伴い、取水口前シルトフェンスの撤去（1月末以降）、取水路開渠内

の海水モニタリング地点の見直し（2月中旬以降）を予定。 

・ ストロンチウム 90 分析において、分析試料数の増加および分析結果の検証が必要となったた

め分析が進んでいなかったが、複雑な化学操作工程の減少が可能なベータ核種分析装置による

分析法を導入し分析時間の短縮化を図るとともに、分析員も増員し分析中。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

４．使用済燃料プールからの燃料取出計画 

～耐震・安全性に万全を期しながらプール燃料取り出しに向けた作業を着実に推進。４号機プール燃料取り出

しは平成 25 年 11 月 18 日に開始、平成 26 年末頃の完了を目指す 

 ４号機使用済燃料プールからの燃料取り出し 
・ 11/18 より、使用済燃料プールからの燃料取り出し作業を開始。 

・ 1/29 作業終了時点で、使用済燃料 220／1331 体、新燃料 22／202 体を共用プールへ移送済み。 

・ S57 年に誤ってハンドル／チャンネルボックスを変形させた燃料集合体（1体）の構内用輸送容

器での取扱検討のため、変形の程度を確認（12/26、27）した結果、既存の構内輸送用キャスク

に収納可能であるとの見通しを得た。今後詳細な確認を実施し、必要な対応を行った上で、当

該燃料を共用プールへ移送予定。 

 ３号機使用済燃料取り出しに向けた主要工事 
・ 現在、鉄筋、デッキプレート、屋根トラス等の瓦礫の撤去を実施中（～2 月上旬予定）。今後、

作業の進捗状況を踏まえ、マスト及び燃料交換機を撤去予定。 

・ 燃料取り出し用カバーの設置にあたり、オペフロ瓦礫撤去後に、建屋躯体状況調査を実施中

（12/19～1/31 予定）。本調査により、新たな損傷が判明した際には追加評価を行う予定。 
 

図 1：２号機主トレンチ立坑Ａカメラ観測状況 

図 2：タービン建屋東側の地下水濃度 
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５．燃料デブリ取出計画 

～格納容器へのアクセス向上のための除染・遮へいに加え、格納容器漏えい箇所の調査・補修など燃料デブリ

取り出し準備に必要となる技術開発・データ取得を推進～ 

 ３号機主蒸気隔離弁室近傍での水の流れ 
・ ３号機原子炉建屋１階北東エリアの主蒸気隔離弁室の扉付近から、近傍の床ドレンファンネル

（排水口）に向かって水が流れていることをガレキ撤去用ロボットのカメラ画像により確認

（1/18）。当該の流水は、原子炉建屋最地下階へつながる床ドレンファンネルへ流入しており、

原子炉建屋外への流出のおそれはない。 

・ 流水温度、核種分析結果、図面等による検討から格納容器内の滞留水の可能性が高いと考えら

れ、今後、主蒸気隔離弁室内の貫通部の調査を行う予定（工程検討中）。 

 １～３号機原子炉建屋の汚染状況調査・除染作業 
・ １号機原子炉建屋１階南側において、今後の線量低減計画の具体化及び除染作業の実施に向け、

ガンマカメラによる線源調査を実施（12/22～12/24）。撮影データの評価から、事故の際、格納

容器ベントの際に蒸気が通過した配管の表面の線量が高いことを確認。引き続きガンマカメラ

撮影データの処理を行い、汚染分布を確認予定（～3月末）。 

・ １号機原子炉建屋１階南側において、建屋コンクリートへの汚染浸透の有無を確認するため、

床面を掘削しサンプルを採取する予定（2月上旬）。 

・ ２号機原子炉建屋１階上部からの線量影響の確認のため、高所部の表面線量率調査、高所部の

表面汚染密度調査を実施（1/21～28）。1/30 現在、分析中。 

・ ２号機原子炉建屋５階（オペフロ）において、屋上からのγカメラ等挿入による汚染分布調査、

浸透汚染の有無確認のためのロボットによるコアボーリング採取を実施予定（1/28～3 月末）。 

・ １、２号機原子炉建屋１階において国ＰＪにて開発した低所部の遠隔除染装置の実証試験を実

施中（1/30～4 月末）。 

 ２号機サプレッションチェンバ（Ｓ／Ｃ）内水位測定ロボットの実証試験 
・ 国ＰＪにて開発したＳ／Ｃ内水位測定技術（超音波を用いてＳ／Ｃ外面からＳ／Ｃ内水位を測

定）の実証試験を実施（1/14～16）した結果、Ｓ／Ｃ内水位がトーラス室内水位と同程度であ

ることを確認。測定結果から、漏えいルートの開口面積は 8～10※cm2(円形と仮定した場合は直

径約 3.2～3.6cm)と推定。本結果については、原子炉格納容器の止水工法の検討に活用。 

 １号機ベント管下部周辺流水箇所の評価結果 
・ H25 年 11 月に水上ボートを用いた調査を行い、一部のベント管及びサンドクッションドレン管

にて流水を確認。カメラ映像及び再現試験から、この調査で確認された流水箇所の流水量は合

計 0.89～3.35m3/h 程度と評価。原子炉注水量（4.4m3/h）に満たないことから、他のドレン管も

含め他からの流水があると評価。 

・ 今後、国ＰＪで製作中の「Ｓ／Ｃ上部調査装置」でのＳ／Ｃ上方の漏水源調査を実施する予定

（H26 年度上期）。 
 

６．固体廃棄物の保管管理、処理・処分、原子炉施設の廃止措置に向けた計画 

～廃棄物発生量低減・保管適正化の推進、適切かつ安全な保管と処理・処分に向けた研究開発～ 

 ガレキ・伐採木の管理状況 
・ 12 月末時点でのコンクリート、金属ガレキの保管総量は約 69,000m3（エリア占有率：75%）。伐

採木の保管総量は約 78,000m3（エリア占有率：60%）。 

 水処理二次廃棄物の管理状況 
・ 1/28 時点での廃スラッジの保管状況は 597m3（占有率：85%）。使用済ベッセルの保管総量は 758

体（占有率：30%）。 

 ガレキ・伐採木の放射能分析 
・ ガレキ等の処理・処分方法の検討にはインベントリ（放射能濃度・総量等）が必要となるため、

実サンプルの放射能分析を実施中。ガレキ等は様々な状態で存在し、量も膨大であることから、

簡易的なインベントリ評価手法確立のため、放射能分析結果及び解析的手法を組み合わせるこ

とによりインベントリを推定できるよう、放射能データを蓄積中。 

・ H24 年 6、7 月に採取したガレキ・伐採木のうち、放射能分析が未実施であったガレキ 3 試料、

伐採木 2試料を対象に、放射能データを取得・評価。 
 

７．要員計画・作業安全確保に向けた計画 

～作業員の被ばく線量管理を確実に実施しながら長期に亘って要員を確保。また、現場のニーズを把握しなが

ら継続的に作業環境や労働条件を改善～ 

 要員管理 
・ １ヶ月間のうち１日でも従事者登録されている人数（協力企業作業員及び東電社員）は、9 月

～11 月の 1ヶ月あたりの平均が約 8,500 人。実際に業務に従事した人数は 1ヶ月あたりの平均

で約 6,400 人であり、ある程度余裕のある範囲で従事登録者が確保されている。 

・ 2 月の作業に想定される人数（協力企業作業員及び東電社員）は、１日あたり約 3,690 人程度※

と想定され、現時点で要員の不足が生じていないことを確認。なお、今年度の各月の平日１日

あたりの平均作業員数（実績値）は約 3,000～3,500 人規模で推移（図 3参照）。 
 

・ 11 月時点における地元雇用率（協力企業作業員及び東電社員）は約 50％。 

 労働環境改善に向けた取組 
・ 給食センターの設置候補地を大熊町大川原地区に選定（H26 年度末完成目標）。 

・ 大型休憩所の設置工事に 1/27 より着手（H26 年 12 月末完成目標）。 

・ 廃自動車の撤去作業を実施中（撤去完了台数：18 台／25 台）（～H26 年 3 月中旬予定）。 

 インフルエンザ・ノロウイルスの発生状況 
・ 今年度は 1/20 までに、インフルエンザ感染者が 17 人、ノロウイルス感染者が 20 人。引き続き

感染予防対策の徹底に努める。（昨年度累計は、インフルエンザ感染者が 204 人、ノロウイルス

感染者が 37 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

８．その他 

 廃炉に向けた研究開発計画と基盤研究に関するワークショップ 
・ 中長期ロードマップを踏まえ、大学・研究機関等において取り組むことが期待される基盤研究

を摘出・創出することを目的としたワークショップ（文科省・ＩＲＩＤ共催）について、全国

各地で開催した（計９回）。本ワークショップの結果、また、ＩＲＩＤにおいて検討されている

廃炉技術の研究開発に係る重点分野との連携を踏まえ、来年度から文部科学省が実施する事業

「廃止措置等基盤研究・人材育成プログラム委託費」の研究課題の採択が行われる。 
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図 3：平成２５年度各月の平日１日あたりの平均作業員数（実績値）の推移 

＊：契約手続き中のため 2月の予想には含まれていない作業もある。 

＊平成 26年１月 31日訂正 



中長期ロードマップでは、ステップ２完了から２年以内（～2013/12）
に初号機の使用済燃料プール内の燃料取り出し開始を第１期の目標として
きた。2013/11/18より初号機である4号機の使用済燃料プール内の燃料
取り出しを開始し、第２期へ移行した。
使用済燃料プールには、現在1,533体の燃料（使用済燃料1,331体、新燃
料202体）が保管されており、取り出した燃料は、共用プールへ移動させ
ることとしている。取り出し完了は、平成26年末頃を目指す。
242体（使用済燃料220体、新燃料22体）の燃料を共用プールに移送済み
（1/29作業終了時点）。

燃料取り出し用カバー設置に向けて、構台設置作業完了（2013/3/13）。
原子炉建屋上部ガレキ撤去作業を完了（2013/10/11）し、現在、燃料取り出し用カバーや燃料取扱設備の
オペレーティングフロア（※１）上の設置作業に向け、線量低減対策（除染、遮へい）を実施中
（2013/10/15～）。使用済燃料プールからの大型ガレキ撤去を実施中（2013/12/17～）。

２０１４年１月３０日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
１／６

廃止措置等に向けた進捗状況：使用済み燃料プールからの燃料取り出し作業

原子炉建屋上部のガレキ撤去 燃料取り出し用カバーの設置

2012/12完了 2012/4～2013/11完了

使用済燃料プール内の燃料の取り出し開始（４号機、２０１３年１１月）至近の目標

燃料取り出しまでのステップ カバー
（又はコンテナ）

使用済燃料
プール

天井クレーン

燃料交換機

輸送容器

搬出

取り出し作業

2013/11開始

３号機３号機

共用プール共用プール キャスク
ピット

キャスク
ピット貯蔵エリア

空きスペース

の確保

共用プール内空き
スペースの確保

（乾式キャスク仮保管設備への移送）

現在までの作業状況
・燃料取扱いが可能な状態まで共用プールの復
旧が完了（2012/11）
・共用プールに保管している使用済燃料の乾式
キャスクへの装填を開始（2013/6）
・4号機使用済燃料プールから取り出した燃料を
受入開始（2013/11）

1、２号機1、２号機

参考資料

クレーン

防護柵 モジュール

共用プールからの使用済燃料受け入れ

乾式キャスク（※３）

仮保管設備

乾式キャスク（※３）

仮保管設備

2013/4/12より運用開始、キャスク保管建屋より既設乾式キャス
ク全9基の移送完了(5/21)、共用プール保管中燃料を順次移送中。

１号機建屋カバー解体
使用済燃料プール燃料・燃料デブリ取り出しの早期化
に向け、原子炉建屋カバーを解体し、オペフロ上のガ
レキ撤去を進める。建屋カバー解体後の敷地境界線量
は、解体前に比べ増加するものの、放出抑制への取り
組みにより、1～3号機からの放出による敷地境界線
量(0.03mSv/年)への影響は少ない。

放出抑制への取り組み

●１号機については、オペレーティング
フロア上部のガレキ撤去を実施するため、
原子炉建屋カバーの解体を計画している。
建屋カバーの解体に先立ち、建屋カバー
の排気設備を停止した（2013/9/17）。
今後、大型重機が走行するためのヤード
整備等を行い、2013年度末頃から建屋
カバー解体に着手する予定。
●２号機については、建屋内除染、遮へい
の実施状況を踏まえて設備の調査
を行い、具体的な計画を検討、立案する。

＜略語解説＞
（※１）オペレーティングフロア（オペフロ）：
定期検査時に、原子炉上蓋を開放し、炉内燃
料取替や炉内構造物の点検等を行うフロア。
（※２）機器ハッチ：原子炉格納容器内の機器
の搬出入に使う貫通口。
（※３）キャスク：放射性物質を含む試料・機器
等の輸送容器の名称

燃料取り出し用カバーイメージ

４号機４号機

大型ガレキ撤去前

（※２）

大型ガレキ撤去後

撮影：2012/2/21 撮影：2013/10/11

リスクに対してしっかり対策を打ち、
慎重に確認を行い、安全第一で作業を進める

※写真の一部については、核物質防護などに関わる機微情報を含むことから修正しております。

燃料取り出し状況

構内用輸送容器のトレーラへの
積み込み

原子炉建屋の健全性確認
2012/5以降、年４回定期的な点検を実
施。建屋の健全性は確保されていること
を確認。

傾きの確認（水位測定）

傾きの確認（外壁面の測定）

【凡例】 ：測定点



廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

建屋カバー

※プラント関連パラメータは２０１３年１２月２５日１１：００現在の値

１号機

給水系：2.5m3/h
ＣＳ系：2.0m3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.05vol%
Ｂ系：0.07vol%

ＳＦＰ（※２）温度：13.0℃

PCV内温度：約20℃

原子炉建屋

タービン建屋

タービン建屋水位：OP2,617三角コーナー水温：32.4～32.6℃（2012/9/20測定）

ＲＰＶ底部温度：約20℃

窒素封入流量
PCV（※４）：-Nm3/h

三角コーナー水位：OP3,910～4,420（2012/9/20測定）

PCV内雰囲気線量：
最大約11Sv/h

ＰＣＶ内水温：約23℃ ＰＣＶ内水位：ＰＣＶ底部＋約2.8m

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大5,150mSv/h（１階南東エリア）（2012/7/4測定）

２０１４年１月３０日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
２／６

格納容器の水張りに向けた調査・補修（止水）

既存技術の調査、漏えい箇所の想定、想定漏えい箇所の調査工法及び補修（止水）工法についての検討を実施中。
トーラス室内等の状況を把握するため、以下の調査を実施。

①原子炉建屋１階床配管貫通部よりＣＣＤカメラ等を挿入し、トーラス室内の滞留水水位・水温・線量・透明度、
トーラス室底部堆積物の調査を実施（2012/6/26）。
②三角コーナー２箇所について、滞留水の水位測定、サンプリング及び温度測定を実施（2012/9/20）。
③原子炉建屋１階にて穿孔作業を実施（2013/2/13～14）し、トーラス室内の調査を実施（2/20,22）。
④原子炉建屋１階パーソナルエアロック室（格納容器出入口）の調査を実施（2013/4/9）。
⑧資源エネルギー庁の事業にて開発した水上ボートに搭載したカメラ映像により、一部のベント管上方および
サンドクッションドレン管にて流水を確認（2013/11/13,14）。カメラ映像及び再現試験にて評価した流水
流量は原子炉注水量に満たないことから、他にも流水があることが想定される。

＜略語解説＞
（※１）Ｓ／Ｃ（Suppression Chamber）：

圧力抑制プール。非常用炉心冷却系の
水源等として使用。

（※２）ＳＦＰ（Spent Fuel Pool） ：
使用済燃料プール。

（※３）ＲＰＶ（Reactor Pressure Vessel）：
原子炉圧力容器。

（※４）ＰＣＶ（Primary Containment Vessel）：
原子炉格納容器。

トーラス室水位：約OP3,700
（2013/2/20測定）

トーラス室雰囲気線量：
約180～920mSv/h（2013/2/20測定）

トーラス室滞留水温度：
約20～23℃（2013/2/20測定） １号

機

：８
０８
０m

m

ベント管

自己位置検知要素技術
実証試験イメージ

長尺ケーブル処理技術実証試験
イメージ（水上ボート利用）

サプレッションチェンバ（Ｓ／Ｃ）

 
①のベント管

の下のサンド

クッションド

レン管が外れ

ており、そこか

らの流水を確

認した  

S/C側面 

トーラス室水面

④のベント管の

上部方向からト

ーラス室滞留水

面への流水を確

認した 

②

③
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⑤
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①
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X-5E

X-5A

X-5G

X-5H

NN

X-5F

遊泳調査ロボット 実証試験イメージ図

サンドクッションドレン管及びベント管上部からの漏水状況

原子炉建屋１階の線量調査

・今後の線量低減計画の具体化及び除染作業の
実施に向け、１号機原子炉建屋１階南側にお
いて、ガンマカメラ※による線源調査を実施
（2013/12/22～12/24）。
・撮影データの評価から、格納容器ベントに用いた
配管の表面線量が高いことを確認

※ガンマカメラ：
特定の方向からの放射線(ガンマ線)、対象表面までの距離を測定し、
解析により表面の放射能の大きさを可視化する装置。

東西

北

南

撮影方向

格納容器ベントに用いた配管

格納容器ベントに用いた配管周辺の
ガンマカメラ撮影データ

原子炉注水系に関わる対応

・１号機において、原子炉への注水に用いている
炉心スプレイ系の継続的な原子炉注水の信頼性
を確保するため、原子炉圧力容器への窒素封入
に用いている配管に緊急用の注水点を設置予定
（2014年度中）。また、常時利用可能な原子炉
注水点の追設（2015～2016年度頃）に向け
検討中。

窒素封入流量
RPV（※３）：28.42Nm3/h
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プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

原子炉格納容器内部調査／常設監視計器の設置

・格納容器内部の状況把握のため、再調査を実施 (2013/8/2、
12)。格納容器貫通部より調査装置をＣＲＤ交換レールに導
き、ペデスタル開口部近傍まで調査することができた。
カメラ映像等の解析を行い、今後実施予定のペデスタル内部
調査計画に反映していく。
・格納容器常設監視計器の設置を試みたが、既設グレーチング
との干渉により、計画の位置に設置できず(2013/8/13)。
・ケーブルのねじれによりグレーチングに挟まったものと推定
し、作業員の訓練後、当該の監視計器を計画の位置に再設置
予定（4月上旬）。

格納容器漏えい箇所の調査・補修

既存技術の調査、漏えい箇所の想定、想定漏えい箇所の調査工法及び補修（止水）工法
についての検討を実施中。まずは、トーラス室内等の状況を把握するため、以下の調査を実施。
①ロボットによりトーラス室内の線量・音響測定を実施したが（2012/4/18）、データが少なく
漏えい箇所の断定には至らず。
②赤外線カメラを使用しＳ／Ｃ（※５）表面の温度を計測することで、Ｓ／Ｃ水位の測定が可能か
調査を実施（2012/6/12）。Ｓ／Ｃ内の水面高さ（液相と気相の境界面）は確認できず。
③トーラス室及び北西側三角コーナー階段室内の滞留水水位測定を実施（2012/6/6）。
④三角コーナー全４箇所の滞留水について、水位測定、サンプリングおよび温度測定を実施
（2012/6/28）。
⑤原子炉建屋１階床面にて穿孔作業を実施（3/24,25）し、トーラス室調査を実施（4/11,12）。
⑥原子炉建屋ＭＳＩＶ室（原子炉主蒸気隔離弁室）内の調査を実施（4/16）。
⑦資源エネルギー庁の事業にて開発した、遠隔でＳ／Ｃ内水位を外面より測定する技術の実証試験を
実施（9/20、24）。Ｓ／Ｃ内の水位が断定できず。
⑧測定方法を改良し、圧力抑制室内の水位とトーラス室の水位が同程度と確認。

※プラント関連パラメータは２０１３年１２月２５日１１：００現在の値

２号機

給水系：1.9m3/h
ＣＳ系：3.3m3/h

窒素封入流量
PCV（※４）：-Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.07vol%
Ｂ系：0.07vol%

ＳＦＰ（※２）温度：11.8℃

ＲＰＶ底部温度：約27℃ PCV内温度：約28℃

原子炉建屋

タービン建屋

トーラス室水位：約OP3,270(2012/6/6測定)

ＰＣＶ内水位：ＰＣＶ底部＋約60ｃｍ

タービン建屋水位：OP2,849

PCV内雰囲気線量：
最大約73Sv/h

ＰＣＶ内水温：約50℃

トーラス室雰囲気線量：30～118mSv/h(2012/4/18測定)

三角コーナー水位：OP3,050～3,190（2012/6/28測定）

三角コーナー水温：30.2～32.1℃（2012/6/28測定）

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大4,400mSv/h（１階南側 上部ペネ（※１）表面）（2011/11/16測定）

２０１４年１月３０日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
３／６

原子炉建屋５階汚染状況調査

・原子炉建屋５階の汚染状況調査を行うため、建屋屋上に
孔を開け調査装置(ガンマカメラ、線量計、光学カメラ)
を吊り下ろす。また、コアサンプル採取用遠隔作業台車
を投入し、５階床面のコアサンプルを採取する。
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ペデスタル開口部周辺（推定）

（詳細についてはデータ分析中）

ペデスタル開口部周辺（推定）

（詳細についてはデータ分析中）

①

②

③

格納容器内部状況

Ｓ／Ｃ内水位測定イメージ図

＜略語解説＞
（※１）ペネ：ペネトレーションの略。

格納容器等にある貫通部。
（※２）ＳＦＰ（Spent Fuel Pool） ：

使用済燃料プール。
（※３）ＲＰＶ（Reactor Pressure Vessel）：

原子炉圧力容器。
（※４）ＰＣＶ（Primary Containment Vessel）：

原子炉格納容器。
（※５）Ｓ／Ｃ（Suppression Chamber）：

圧力抑制プール。非常用炉心冷却系の
水源等として使用。

トーラス室

Ｓ／Ｃ

装置吊り
下ろし・回
収装置

Ｓ／Ｃ内
水位測定
装置

トーラス室

Ｓ／Ｃ

装置吊り
下ろし・回
収装置

Ｓ／Ｃ内
水位測定
装置

走査型水位測定装置定位型水位測定装置 走査型水位測定装置定位型水位測定装置

ﾏｸﾞﾈｯﾄｸﾛｰﾗ

探触子（１ヶ）

（固定）

探触子押付機構

ﾏｸﾞﾈｯﾄｸﾛｰﾗ

探触子（４ヶ）
（ＸＹ方向に移動）

Ｘ方向ｶﾞｲﾄﾞ

Ｙ方向ｶﾞｲﾄﾞ

探触子
走査ｲﾒｰｼﾞ

開発した水位測定装置

原子炉建屋５階調査概要

窒素封入流量
RPV（※３）：15.75Nm3/h

16.1m

室内照明
伸縮ポール

γカメラ/線量計/カメラ

コア抜き用台車

コンテナ

ボックス

ブローアウト

パネル

屋上

フロア

屋根トラス

開口部養生

16.1m

室内照明
伸縮ポール

γカメラ/線量計/カメラ

コア抜き用台車

コンテナ

ボックス

ブローアウト

パネル

屋上

フロア

屋根トラス

開口部養生
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主蒸気隔離弁※室からの流水確認

３号機原子炉建屋１階北東エリアの主蒸気隔離弁室の扉付近
から、近傍の床ドレンファンネル（排水口）に向かって水が
流れていることを1/18に確認。排水口は原子炉建屋地下階
につながっており、建屋外への漏えいはない。

流水の温度、放射性物質の分析結果、図面等による検討から、
格納容器内の滞留水の可能性が高いと考えており、今後、
室内の調査を行う予定。

原子炉格納容器内部調査

格納容器内部調査に向けて、ロボットによる原子炉建屋１階ＴＩＰ（※４）室内の作業
環境調査を実施（2012/5/23）。

○吹き飛んだTIP室扉が障害

となりロボットはラビリンス

部より奥へ進入できなかった。

○なお人が目視でTIP室内部

入口付近を確認したが、目の

届く範囲でTIP案内管を含め

機器に目立った損傷は確認さ

れなかった。

建屋内の除染
・ロボットによる、原子炉建屋内の
汚染状況調査を実施
（2012/6/11～15）。
・最適な除染方法を選定するため
除染サンプルの採取を実施
（2012/6/29～7/3）。
・建屋内除染に向けて、原子炉建屋
１階の干渉物移設作業を実施中
（2013/11/18～）。

汚染状況調査用ロボット
（ガンマカメラ搭載）

※プラント関連パラメータは２０１３年１２月２５日１１：００現在の値
(３号機ＳＦＰ温度については弁点検等の作業のため１２月２５日５：００現在の値)

３号機

給水系：1.9m3/h
ＣＳ系：3.5m3/h

窒素封入流量
PCV（※３）：-Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.11vol%
Ｂ系：0.10vol%

窒素封入流量
RPV（※２）：16.70Nm3/h

ＲＰＶ底部温度：約27℃
PCV内温度：約25℃

トーラス室水位：約OP3,370(2012/6/6測定)

タービン建屋水位：OP2,990

トーラス室雰囲気線量：100～360mSv/h(2012/7/11測定)ＰＣＶ内水位：未確認

三角コーナー水位：OP3,150（2012/6/6測定）

＜略語解説＞
（※１）ＳＦＰ（Spent Fuel Pool） ：

使用済燃料プール。
（※２）ＲＰＶ（Reactor Pressure Vessel）：

原子炉圧力容器。
（※３）ＰＣＶ（Primary Containment Vessel）：

原子炉格納容器。
（※４）ＴＩＰ（Traversing Incore Probe System）：

移動式炉内計装系。
検出器を炉心内で上下に移動させ中性子
を測る。

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大4,780mSv/h（１階北東 機器ハッチ前）（2012/11/27測定）

２０１４年１月３０日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
４／６

原子炉建屋

ＳＦＰ（※１）温度：10.5℃

水の流れ

主蒸気隔離弁室

床ドレン
ファンネル

流水状況概略図

水の流れ

床ドレン
ファンネル

北

※主蒸気隔離弁：原子炉から発生した蒸気を緊急時に止める弁



循環注水冷却設備・滞留水移送配管の信頼性向上

・３号機ＣＳＴを水源とする原子炉注水系の運用を開始
し(2013/7/5～)、従来に比べて、屋外に敷設している
ライン長が縮小されることに加え、水源の保有水量の
増加、耐震性向上等、原子炉注水系の信頼性が向上した。

・2014年度末までにRO装置を建屋内に新設することにより、
炉注水のループ（循環ループ）は約3kmから約0.8km※に縮小

廃止措置等に向けた進捗状況：循環冷却と滞留水処理ライン等の作業

原子炉冷却、滞留水処理の安定的継続、信頼性向上至近の目標

透水層

難透水層

揚水井
原子炉建屋

タービン建屋

設備改善

信頼性向上

原子炉建屋

タービン建屋

：想定漏えいルート（凡例）

地下水

滞留水処理
（ｷｭﾘｵﾝ/
ｱﾚﾊﾞ/ｻﾘｰ）

材質強
化等

多核種
除去設備

復水貯蔵タンク

バッファタンク

炉注水
ポンプ

地下水位

貯蔵タンク

塩分処理
（逆浸透膜）

塩分処理
（蒸発濃縮）

２０１４年１月３０日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
５／６

サブドレン水を汲み上げることによる地下水流入の抑制

地下水バイパスにより、建屋付近の地下水位を低下させ、建屋への地下水流入を抑制

揚水井

地下水の流れ（山側→海側）

サブドレンポンプ稼働により
地下水抜水

地下水

サブドレン水汲み上げによる地下水位低下に向け、１～４号機の一部の
サブドレンピットについて浄化試験を実施。今後、サブドレン復旧方法
を検討。

山側から流れてきた地下水を建屋の上流で揚水し、建屋内へ
の地下水流入量を抑制する取組（地下水バイパス）を実施。
地下水の水質確認・評価を実施し、放射能濃度は発電所周辺
河川と比較し、十分に低いことを確認。
揚水した地下水は一時的にタンクに貯留し、適切に運用する。
揚水井設置工事及び揚水・移送設備設置工事が完了。
水質確認の結果を踏まえ、関係者のご理解を得た上で、順次
稼働予定。

原子炉建屋への地下水流入抑制

＜略語解説＞
（※１）ＣＳＴ（Condensate Storage Tank）：

復水貯蔵タンク。
プラントで使用する水を一時貯蔵して
おくためのタンク。

タンクエリアにおける対策の進捗

・タンク周辺の堰から水が溢れ出るリスクを下げるため、既設のコンクリート
堰の鋼材による嵩上げ（30cm）を実施（2013/12/28完了予定）。
・堰内で高線量汚染が確認された箇所について、タンク天板へ雨どいを設置
（1/9運用開始）。他の箇所についても順次実施予定。

・タンク堰内コンクリート面の清掃・ウレタン塗装を順次実施中。堰の水密
性を向上していく。

対策実施状況

 

※１ 4号T/Bオペフロは設置案の１つであり、作業環境等を考慮し、今後更に検討を進めて決定予定

※２ 詳細なライン構成等は、今後更に検討を進めて決定予定

＃１～＃３

Ｒ／Ｂ

＃１～＃４

Ｔ／Ｂ
集中ラド
ＨＴＩ

ＳＰＴ
塩分除去
（RO装置）

ＲＯ
装置

P

＃１～＃３

ＣＳＴ 現状ライン
（建屋内循環開始後はバックアップ）

Cs除去
（ＳＡＲＲＹ、

ＫＵＲＩＯＮ）P

※1

地下水流入

移送ライン

排水ライン

RO装置を４号T/Bオペフロ※１に新設
SPTからRO装置への移送ライン、
RO廃液の排水ライン設置※２

貯蔵
タンク

※１ 4号T/Bオペフロは設置案の１つであり、作業環境等を考慮し、今後更に検討を進めて決定予定

※２ 詳細なライン構成等は、今後更に検討を進めて決定予定

＃１～＃３

Ｒ／Ｂ

＃１～＃４

Ｔ／Ｂ
集中ラド
ＨＴＩ

ＳＰＴ
塩分除去
（RO装置）

ＲＯ
装置

P

＃１～＃３

ＣＳＴ 現状ライン
（建屋内循環開始後はバックアップ）

Cs除去
（ＳＡＲＲＹ、

ＫＵＲＩＯＮ）P

※1

地下水流入

移送ライン

排水ライン

RO装置を４号T/Bオペフロ※１に新設
SPTからRO装置への移送ライン、
RO廃液の排水ライン設置※２

貯蔵
タンク
貯蔵
タンク

※：汚染水移送配管全体は、余剰水の高台への移送ライン（約1.3km）を含め、約2.1km

①金属製雨樋

③サポート

②固定金具

④塩ビ排水管

①金属製雨樋

③サポート

②固定金具

④塩ビ排水管

コン
クリ
ート

鋼材

ウレタン塗装

コン
クリ
ート

鋼材

ウレタン塗装

鋼材による堰の嵩上げ タンクへの雨どいの設置

排水

⑤可とう性
排水管

⑦排水管サポート

⑥水切り

排水

⑤可とう性
排水管

⑦排水管サポート

⑥水切り

多核種除去設備の状況

・構内貯留水等に含まれる放射性物質濃度をより
一層低く管理し、万一の漏えいリスクの低減の
ため、多核種除去設備を設置。
・放射性物質を含む水を用いたホット試験を順次
開始（Ａ系：2013/3/30～、Ｂ系：2013/
6/13～、Ｃ系：2013/9/27～）。
・Ａ系は、1/24よりヨウ素129等4核種が処理
済み水に検出されていることに対する、活性炭
吸着材等を用いた性能向上策の実機試験を実施。
・Ｂ系は、腐食対策の有効性確認のため1/24より
停止。
・Ｃ系は、処理運転を継続中。

処
理
済
水

移送タンク

鉄共沈
処理設備

炭酸塩共沈
処理設備

吸着塔

ポンプ

多核種除去設備

試験装置

活性炭系吸着材を充填

汚
染
水

（
Ｒ
Ｏ
濃
縮
塩
水
） 処

理
済
水

移送タンク

鉄共沈
処理設備

炭酸塩共沈
処理設備

吸着塔

ポンプ

多核種除去設備

試験装置

活性炭系吸着材を充填

汚
染
水

（
Ｒ
Ｏ
濃
縮
塩
水
）

実機での除去性能向上試験



ＡＢ

Ｆ

固体廃棄物貯蔵庫

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

瓦礫保管エリア

伐採木保管エリア
瓦礫保管エリア（予定地）

伐採木保管エリア（予定地）
Ｌ

Ｍ

Ｎ

ＯＲ

Ｔ

Ｓ

Ｕ

Ｑ

廃止措置等に向けた進捗状況：敷地内の環境改善等の作業

・発電所全体からの追加的放出及び事故後に発生した放射性廃棄物（水処理二次廃棄物、ガレキ等）による放射線の影響を低減し、
これらによる敷地境界における実効線量1mSv/年未満とする。
・海洋汚染拡大防止、敷地内の除染

至近の
目標

遮水壁の設置工事

汚染水が地下水へ漏えいした場合に、
海洋への汚染拡大を防ぐための遮水壁
を設置中（2014年９月完成予定）。
港湾内の鋼管矢板の打設は、９本を残
して2013/12/4までに一旦完了。
今後、港湾外の鋼管矢板打設、港湾内の
埋立、くみ上げ設備の設置等を実施し
竣工前に閉塞する予定。 遮水壁（イメージ）

２０１４年１月３０日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
６／６

出入拠点の整備

福島第一原子力発電所正門付近の入退域管理施設について
2013/6/30より運用を開始し、これまでＪヴィレッジで
実施していた汚染検査・除染、防護装備の着脱及び線量計
の配布回収を実施。

入退域管理施設外観

港湾内海水中の放射性物質低減

・建屋東側（海側）の地下水の濃度、水位等のデータの分析結果から、汚染され
た地下水が海水に漏えいしていることが明らかになった。

・港湾内の海水は至近１ヶ月で有意な変動はなく、沖合での測定結果については
引き続き有意な変動は見られていない。

・海洋への汚染拡大防止対策として下記の取り組みを実施している。
①汚染水を漏らさない
・護岸背面に地盤改良を実施し、放射性物質の拡散を抑制
（1～2号機間：2013/8/9完了、2～3号機間：2013/8/29～12/12、
3～4号機間：2013/8/23～１月予定）

・汚染エリアの地下水くみ上げ（8/9～順次開始）
②汚染源に地下水を近づけない
・山側地盤改良による囲い込み
（1～2号機間：2013/8/13～3月中旬予定、
2～3号機間：2013/10/1～3月下旬予定、
3～4号機間：2013/10/19～3月下旬予定）

・雨水等の侵入防止のため、アスファルト等の地表舗装を実施
（2013/11/25～）

③汚染源を取り除く
・分岐トレンチ等の汚染水を除去し、閉塞（2013/9/19完了）
・主トレンチの汚染水の浄化、水抜き
（2号機：2013/11/14～、３号機：2013/11/15～浄化開始）
（凍結止水、水抜き：3月末～凍結開始予定）

入退域管理施設内部

全面マスク着用省略エリアの拡大

空気中放射性物質濃度のマスク着用基準に加え、除染電
離則も参考にした運用を定め、2013/5/30からエリア
を順次拡大中（2013/5/30～：下図オレンジエリア、
2013/10/7～：５、６号機建屋内、
2013/11/11～：下図グリーンエリア）。
エリア内の作業は、高濃度粉塵作業以外であれば、使い
捨て式防塵マスク（Ｎ９５・ＤＳ２）を着用可とし、
正門、入退域管理施設周辺は、サージカルマスクも着用
可とした。

全面マスク着用省略エリア

海側遮水壁

地盤改良
地下水くみ上げ

約200m

約500m

地下水採取点
サブドレン
地下水バイパス

海側遮水壁海側遮水壁

地盤改良
地下水くみ上げ

約200m

約500m

地下水採取点
サブドレン
地下水バイパス

地下水採取点
サブドレン
地下水バイパス

地下水バイパスによるくみ上げ

１～４号機

トレンチからの排水

地表舗装等

山側

海側

地
下
水
の
流
れ

対策の全体図

凍土方式によ
る陸側遮水壁サブドレンによ

るくみ上げ
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平成２６年２月５日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

 

委員ご質問への回答 

 

 

＜原子炉建屋･タービン建屋の傾動についてのご質問＞ 

 

 Ｑ１. 半年毎、１年毎に測量すると聞いた記憶があるが、2011.04 と 2011.05 

には毎月測量している。毎月の測量を必要とした理由は何か。 

 

 Ａ１．水準測量は年２回（半期毎に年度中２回）実施することとなっており，

２０１１年度以降の測量は，冬季の降雪や強風等の影響により測量環

境が低下するため，５月と１１月に実施することとしていました。 

２０１０年度の測量は３月に計画していましたが，３．１１地震の発

生により測量の完了が４月にずれ込んだために２ヶ月連続となったも

のです。 

 

 

 Ｑ２．知見拡充のため継続して測量し結果を公開するとしていた訳だが、公 

表しなかった理由は何か。未だHP に未公表の地震後６回目から１０回 

目までの建屋レベル変動図を公表して欲しいのだが、公表するか。 

 

 Ａ２．第６回目以降も半期毎の調査実施については従来通り行なっていまし

たが，３．１１事故後，担当者の交代等があったことにより，ＨＰ上

への調査結果の掲載について引き継ぎが上手く行われなかったことが，

調査結果の公表が抜け落ちてしまった理由です。今後は，調査結果が

まとまり次第，随時当発電所ＨＰ上にて公開してまいります。 

    また，委員ご指摘を受け，２０１３年１２月９日に第１１回の測定結

果をＨＰに掲載いたしましたが，第６回から第１０回の変動図につい

ても２０１４年２月４日にＨＰに掲載いたしました。 
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Ｑ３．１号機のタービン建屋の傾き方向（→）は観測毎に異なる。従前、東 

   京電力は傾きが1/2000 未満なら問題ないとし、保安院も追認していた

が、「強固な」岩盤立地の重要施設が観測する度に変動することは、

測量や土木設計に従事した立場からは、信じ難い事実で、大きな恐怖

を覚える。こうした現象を評価・判断する基準は何か。 

建築サイドからの 1/2000 の傾きのみなのか。 

 

 Ａ３．公開している資料の通り，建屋レベルの変動量は測量誤差（２級水準

測量相当の許容誤差）の範囲内の数値であり，新潟県中越沖地震以降

は建屋のレベルはほぼ変化していないと考えて良いレベルに収まって

います。 

また，建屋の傾斜については，各基準類の目安値と比較して十分に小

さいこと（最大でも約１／４０００程度），またその範囲内では機器

の健全性等は問題無く保たれることを確認しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県技術委員会 地震、地質・地盤に関する小委員会  

第２３回（２０１０年３月２５日） 資料２３－４より抜粋 
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 Ｑ４．過去の議論で、福島第一、福島第二、東海第二原発は類似測量をして 

いたこと、それらは柏崎刈羽に比べ変動が小さいことは承知している。

発電機やタービン等は厳格な水平を必要とする回転機器である。モー

ターとポンプの接続にも厳密の芯だしが必要であることを承知してい

る。中越沖地震後の視察で、巨大なタービンの建屋のコンクリート構

造物とタービンの支持脚の間に多くの金属製パッキンで水平調整して

いたことを観て、水平維持に苦労していると感じた記憶がある。何を

基準に水平維持（芯だし）を行なっているのか。 

 

 Ａ４．タービンは，定期事業者検査において各ロータ（高圧タービン，低圧

タービン，発電機）フランジ面の開き具合等を計測し，調整用シムプ

レート※１により軸受けの位置を調整（アライメント調整※２）したうえ

で，機器の運転を行っています。 

 

 ※１ 調整用シムプレート：軸受の位置調整用金属製薄板 

    ※２ アライメント調整：タービンロータの芯合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b

a

δ

 
         面間                  芯ずれ 
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 Ｑ５．知見拡充計画（2010.02.14）では 2013 年度以降も継続して観測するこ 

とになっていた。建屋の四隅が勝手気ままに浮沈を続ける原因は何か。

把握できたのか。 

 

 Ａ５．公開している資料の通り，建屋レベルの変動量は測量誤差（２級水準

測量相当の許容誤差）の範囲内の数値であり，新潟県中越沖地震以降，

建屋のレベルはほぼ変化していないと考えて良いレベルに収まってい

ます。 

 

 

＜大湊砂層の堆積時期と NG（中子軽石層）の存在の矛盾と安田層・古安田層に

関するご質問＞ 

 

Ⅰ．東電引用の海水準読図と東電見解文書表現に関して 

 

Ｑ１．13 万年前の海水位は、私には－75m 程度と読み取れるが、東電はいく 

らに読み取ったのか。 

 

 Ａ１．中子軽石の降下時期をおよそ１２～１４万年前のＭＩＳ５ｅの海水準

が最も高くなった付近であることを説明しているものです。 

    １３万年前が海水準のピークであることを主張しているものではあり

ませんが，そのように誤解を生んでしまったとすれば，訂正させてい

ただきます。 

 

 

Ｑ２．海進ピーク時とはほぼ現在の海面水位を示す時期ではないのか。 

 

Ａ２．地球は過去に温暖な時期や寒冷な時期を繰り返しており，温暖な時期

には海面が上昇し，寒冷な時期には海面が下降します。例えば，ＭＩ

Ｓ５ｅの“海進ピーク時”とは，およそ１２～１４万年前にかけて，

地球が温暖で，海面が上昇した時期のうち，最も海面が高くなった頃

との意味で説明しています。 
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Ｑ３．海進のピーク時は、私には、図からは 12 万年前を中心に 11.5～12.5 万 

年としか読み取れない。 

 

Ａ３．上述の回答の通り，１３万年前が海水準のピークであることを主張し

ているものではありませんが，そのように誤解を生んでしまったとす

れば，訂正させていただきます。 

 

 

Ｑ４．東電は13 万年前の海面水位を海進ピーク時としているが、海進ピーク 

時の海面水位はどの程度をいうのか。 

その時期は何時なのか。 

2004.12.01 の 2 頁 「図１ 第四紀後期の海水準変動」に即して回答さ 

れたい。 

 

 Ａ４．上述の回答の通り，１３万年前が海水準のピークであることを主張し

ているものではありません。 

 なお，過去の海水準の変動については諸説あり，「図１ 第四紀後期の

海水準変動」が唯一絶対のものではなく，年代も，水位（海水準）も

幅を持って考える必要があります。 

 

 

Ⅱ．大湊砂層 最上部に中子軽石狭在 に関して 

 

Ｑ１．大湊砂層はMIS５eの高海水準期の堆積物MIS５eの高海水準期の堆積物 

   とするなら、大湊砂層は「図１ 第四紀後期の海水準変動」からは、11.5 

   ～12.5 万年としか読み取れない。この読図は誤りか。誤りならその理 

由を示されたい。 

 

Ａ１．上述の回答の通り，１３万年前が海水準のピークであることを主張し

ているものではありません。 

    なお，過去の海水準の変動については諸説あり，「図１ 第四紀後期の

海水準変動」が唯一絶対のものではなく，年代も，水位（海水準）も

幅をもって考える必要があります。 
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Ｑ２．大湊砂層の最上部に中子軽石が狭在するなら、中子軽石降下は大湊砂 

   層の堆積後半期となると理解するが、この認識は誤りか。誤りならそ 

の理由は何か。 

 

Ａ２．おおよそその通りです。 

大湊砂層が堆積した海進の最終時期，海面が最も高くなった時期付近

と考えています。 

 

 

Ｑ３．中子軽石の降下時期を13 万年前とするなら、高海水準期の前となる。 

どうして高海水準期といえるのか。 

東電の高海水準期とは、海水位でどの程度を言うのか。それは海水準

図から時期は何時なのか。 

 

Ａ３．上述の回答の通り，１３万年前が海水準のピークであることを主張し

ているものではありません。 

    なお，過去の海水準の変動については諸説あり，「図１ 第四紀後期の

海水準変動」が唯一絶対のものではなく，年代も，水位（海水準）も

幅をもって考える必要があります。 

 

 

Ⅲ．安田層・古安田層の堆積時期に関して 

 

 Ｑ１．第19 回地域の会で「敷地に分布する安田層については，本層から産出 

した化石を用いて年代測定を実施した」とあるが年代測定に用いた化 

石の採取位置、層準（A1、A2、A3、A4）、採取標高。その結果の公開 

場所（HP 等）はどこか。 

 

 Ｑ２．化石による年代測定１４±１万年前と、中期更新世・古安田層の主張 

は矛盾するのではないのか。矛盾しないならその理由は何かを示され 

たい。 

 

 Ｑ３．自らが行ない、主張し続けた安田層の年代の根拠のひとつが化石を用 

いた年代測定であったのではないのか。化石による年代測定結果を否 

定するのか。否定するならその理由は何か。 
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Ａ．ご指摘の年代測定については１９８２年～１９８３年にかけて実施して

おり，１号炉北側法面の標高１６～１７ｍ付近の古安田層（当時は安田

層）Ａ４部層より採取した貝化石試料をＥＳＲ年代測定法により分析した

年代値です。 

今回の地質調査（２０１３．４．１８報告※１）で，テフラ（火山灰）分

析や微化石（珪藻や花粉）分析等を行った結果，得られた調査結果を食い

違いなく説明する評価として，従来中期～後期更新世の地層と評価してい

た敷地の安田層を，３０数万年前～約２０万年前までに堆積した中期更新

世の地層とし，これを古安田層と呼ぶことといたしました。 

ご指摘のとおり，ＥＳＲ年代測定の結果はこの評価と整合しないわけです

が，このＥＳＲ年代測定法は１９６０年代後半に提唱され，１９８０年代

になって多くの研究がなされ，当時としては新しい測定方法でした。一方，

近年は，信頼性や課題が指摘されております（例えば、塚本(１９９５)※

２、福岡(１９９５) ※３）ので，総合的に考えて上述のとおり評価したもの

です。 

 

※１：柏崎刈羽原子力発電所における敷地内断層に関する地質調査の評

価結果について 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1226565_5117.html 

 

※２：福岡孝昭（１９９５）第四紀試料放射年代測定の高精度化の現状

と年代値の解釈、第四紀研究、３４、Ｐ．２６５－２７０ 

 

※３：塚本すみ子（１９９５）電子スピン共鳴(ＥＳＲ)年代測定法の現

状と問題点、第四紀研究、３４、Ｐ．２３９－２４８ 

 

 

 

以 上 




